
区分 経費区分

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

 国庫 起債
その他
特定
財源

 一般
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

公用車ＥＶ化促進のための地下駐車場改修事業 継続 政策的経費 　4  住みやすさを高める（地域力） 福井県環境基本計画 ○ R6 2 5,929 5,000 929 ○

県有施設における長寿命計画策定事業 継続 政策的経費   5　ともに進める（総合力） 福井県公共施設等総合管理計画 ○ R6 2 ○ 13,392

2 5,929 5,000 929 1 1 13,392

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井県長期ビジョン
における位置づけ

関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

令和
７年度
予算額

 財源内訳

令和６年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 財産活用課 （単位：千円）



課長名

■ ■ R6 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 ■ 無

□ 有 □ 有

2050年カーボンニュートラルを実現するために県庁の率先垂範として公用車の電
動車化を進めているが、現状の県庁地下駐車場に電気自動車が駐車し充電するス
ペースが不足しているため、地下駐車場の改修を行う必要がある。

［問題・課題を表す客観的データ］

・現状のスペースでは電気自動車の駐車および充電ができない。

（実績） （役割分担）

市町との連携状況 なし 他県の状況 群馬県　EV公用車カーシェア実施（R5.9）

・R6年度
　代替用地の確保や、公用車の更新台数を考慮した駐車機械の撤去、充電設備の増設などを含めた整備スケジュールの策定
　概算費用の算定

・R7年度
　詳細設計の実施
　設備の具体的計画、工事実施設計、詳細な金額および工期の算定

・R8年度～R11年度
　改修工事の実施

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ 約７５万人

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

政　　策  〔 １５　豊かで美しいふくいの環境の継承

［解決すべき問題・課題］

［事業目的］

県庁地下駐車場において、駐車機械の撤去や充電設備の増設を行い、電気自動車が導入可能な環境を整備する。

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 　4  住みやすさを高める（地域力）
関連する県の計画等 〔 福井県環境基本計画 〕

事業終了
予定年度
（見直し年

度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R11

補助率 － 法 定 受 託 事 務

課名 財産活用課 細井　圭子

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

公用車ＥＶ化促進のための地下駐車場改修事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 総務部



課長名

■ ■ R6 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

3,102

2,508

［成果指標等の推移］

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

－

46.7

－

8

□ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
令和６年度は、駐車機械の撤去や充電設備の設置にかかる整備スケ
ジュールを作成した。

整備スケジュールを基に、詳細設計を実施。

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止

県庁地下駐車場に駐車している公用車のうち電動車の割合
実績

(100)

［事業の評価]

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和７年度の変更点 事業評価

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ７年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標 充電設備の設置台数
(目標) － (59)

成果指標 公用車の電動車割合（％）
(目標) － －

(98)
県庁地下駐車場に設置されている充電設備の個数

実績

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ７年度 令和７年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 5,929

事業内容の変更に伴う増（基本計画から詳細設計に変更）２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

補 助 金 R11

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 5,929 5,000 929 脱炭素化推進事業債

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

公用車ＥＶ化促進のための地下駐車場改修事業

部局名 総務部 課名 財産活用課 細井　圭子

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度
（見直し年

度）

事業実施方法 直営



課長名

■ ■ R6 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 ■ 無

□ 有 □ 有

市町との連携状況 なし 他県の状況
公共施設等総合管理計画に基づき、計画的な維持管理・修繕・更新等を実
施

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

（実績） （役割分担）

［事業目的］

県有施設を長期使用するために、耐久性の維持や機能の向上などの施設の長寿命化について、専門的な知見を得ながら計画的に進めていく。

・R6年度
　県民との関わりが大きい土木・農林・福祉等の業務を行う施設のうち使用年数が５０年程度の施設の劣化状況等性能調査
　長寿命化計画のモデルケース作成

・R7年度
　モデルケースとして作成した長寿命化計画などを基に県有施設の長寿命化改修にかかる経費の試算を実施
　試算の結果を踏まえながら福井県公共施設等総合管理計画を改定を行い、併せて長寿命化改修の内容など長寿命化計画の規模を検討

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ 約７５万人

政　　策  〔 １７　「チームふくい」の行政運営

［解決すべき問題・課題］ ［問題・課題を表す客観的データ］

県有施設において使用年数５０年を超える施設が増え老朽化が進んでいるなか、８０
年使用を目指すためには、機能向上も含めた長寿命化を計画的に実施していく必要
がある。

庁舎等の県有施設１０７施設のうち２５施設が５０年を超えて使用されている

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔   5　ともに進める（総合力）
関連する県の計画等 〔 福井県公共施設等総合管理計画 〕

事業終了
予定年度
（見直し年

度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R7

補助率 － 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度そ の 他

県有施設における長寿命計画策定事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 外 部局名 総務部 課名 財産活用課 細井　圭子



課長名

■ ■ R6 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

13,392

11,770

［成果指標等の推移］

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

(3)

3

□ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

13,392

令和６年度はモデルケースとして３施設分の長寿命化計画を策定した。
モデル計画等を基に長寿命化計画の内容検討をゼロ予算で
実施。

□ 拡充 ■ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止

施設の長寿命化対策を実施していく事業であるため、定量的に成果を示
すことは困難である。

実績

［事業の評価]

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和７年度の変更点 事業評価

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ７年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標 長期計画策定数
(目標) (3) (7)

成果指標
(目標)

(107)
機能向上等も含めた長期的な長寿命化計画の策定

実績

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ７年度 令和７年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移

令和６年度に作成したモデル計画等を基に長寿命化計画の内容検討を行うため２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

R7

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 総務部 課名 財産活用課 細井　圭子

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度
（見直し年

度）

事業実施方法 直営 補 助 金

県有施設における長寿命計画策定事業


